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地⽅交通政策の課題認識
• 交通事業者の経営状況の緩やかな悪化を放置し、危機が顕在化

-事業者の内部補助に頼る構造を享受

-交通事業者のコスト（間接経費）削減を軽視

-施設や車両・サービスへの投資、人件費が減少

-サービス水準の低下と利用者の減少の悪循環をほぼ放置

• 「持続可能な都市・地域づくり」と公共交通施策の不整合

-広域・長期的な都市と公共交通の構想と共有が不足

-「目的地」「軸交通」が弱いとフィーダー交通の利便性も低い
「困り度」「喜ばれ度」「実行容易性」 が低い「収支が黒字の路線/鉄道の

利便性向上」が手薄

社会インフラとしての公共交通の再定義と投資が必要



山口県内 各市の

地域公共交通計画（旧網計画）の理念・将来像

・未来へつなぐ住みよいまちのみんなの公共交通
・⼈、地域、暮らしをつなぎ、ゆたかな社会へつながる公共交通
・いきいきと活動できるまちを⽀える交通体系 〜みんなで育む、みらいへ受け継ぐ○○の交通〜
・〜マイカーに頼りすぎないまちづくりを⽬指して〜育て⽀えよう！みんなの公共交通〜
・活⼒と笑顔あふれるまちを いつまでも⽀え続ける地域公共交通
・市⺠⽣活を⽀え、ひとが輝く地域公共交通
・市⺠の暮らしを⽀える利⽤しやすい交通ネットワーク！
・暮らしと交流を⽀える持続可能な公共交通
・幸せな暮らしを⽀え続ける地域公共交通網の形成
・みんなで⽀える安⼼・安全で、快適な暮らしを保つ地域公共交通
・共につくる 未来につなぐ 公共交通
・「幸せを感じるまち」の礎となる地域公共交通の展開
・変わりゆく地域の暮らしとまちのすがたに対応した持続可能な公共交通の構築

「公共交通」はまちづくりに貢献するものとの認識
山口県内14市のうち12市は立地適正化計画策定済み



一方で投資的支出は少ない

政令市以外は委託費・補助費の支出が多く投資が少ない傾向

サービス水準向上策は少なく、「選ばれない」公共交通のまま

全体町村
一般市

中枢市政令市都市分類
~5万5~10万10万~

5020125652N

21806113523357579448802支出額平均（百万円）

0.760.750.430.350.370.346.21一人当たりの支出額（万
円）

支出割合（%）

292834818110運営事業費・委託費

50385666477432運営補助費

4210122利用促進補助費

618291560政策的割引補助

50294566インフラ・機材整備費

1017100情報基盤整備費

2152010その他

財政支出の状況

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政令市

中枢市

⼀般市（10万⼈ー）

⼀般市（5−10万⼈）

⼀般市（−5万⼈）

町村

運営事業費・委託費 補助費 利⽤促進補助費

政策的割引補助 インフラ・機材整備 情報基盤整備

その他

中 国 地 方 の 自 治 体 の 公 共 交 通 政 策 実 施 体 制 に つ い て の
ア ン ケ ー ト 調 査 （ 2 0 2 3 . 4 ）



都市計画と交通計画の協働の推進

軸交通の強化と移動時に快適な空間整備（ソフトな都市計画）

を戦略的に推進する必要

 効果発現は少し時間がかかるが、地域に変化をもたらす

 交通は「点」「支線」（だけ）ではなく、「軸」の強化が必要

 まちが先か？交通が先か？ではなく、セットで進める必要

国の財政的支援が不可欠



姫路市HP
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新設された宿泊施設

姫路駅整備の影響



出雲⼤社地区内の観光情報誌
掲載飲⾷店数の推移

⼟⽊学会誌 Vol.101-10,2016

出雲大社整備の影響 （参詣道の整備）

プロジェクト直後の効果

滞在時間増加

平均支出金額増加
2,463円→4,564円

満足度向上 78.9％→94.8％

中期的な効果

店舗数の増加 22（H18）→76（H27）

周遊ツアーの滞在時間の増加

観光雑誌での掲載量増加

シビックプライドの醸成

プロジェクト前

プロジェクト後

⼀部のデータは（株）バイタルリード福井⽒提供

藤原昇汰・鈴⽊春菜・永野慶太：観光地におけるインフラ整
備の中期効果の検討―出雲⼤社参詣道の整備を事例として―、
実践政策学、6 (1), 33-42, 2020

⼟⽊学会誌 Vol.101-10,2016



富山市

森雅志・本⽥信次・⾼森⻑仁・⾕⼝博司・中川
⼤：地⽅⾃治体による鉄軌道政策の成果と課題
に関する研究，実践政策学, Vol.8, No.1, p.5-20,
2022.

「都道府県最⾼地価」における富⼭県の順位
（政令市除く）

【出典】

総務省「地方財政状況調査関係資料」、総務省「住民基本台帳に基づく
人口、人口動態及び世帯数調査」



「交通空白」に加え「活動制約」への視点

（地方部）
自家用車が使えないと活動が制約さ
れる層：公共交通が不便だと「住み続
けたくない」

「これからの“とちぎ”づくりに関する
⾼校⽣意向調査」（2019）（栃⽊県）

宇部市総合計画審議会「学⽣アンケート調査」（R3）
「今後市外へ移り住み、宇部市では暮らさないと思
う」を選択した理由



「交通空白」に加え「活動制約」への視点

（地方郊外部・中山間地等）
商業施設や行政施設・医療施設の撤退など生活機能の消失が顕在化し
「買い物難民」「社会的入院」が増加

既存の交通サービスの維持では不十分

「生活機能の確保」の手段の1つとして移動を捉える必要

NHK「クローズアップ現代」



都市交通施策を⽀える制度・進め⽅
−⾏政の⼈材制度

中 国 地 方 の 自 治 体 の 公 共 交 通
政 策 実 施 体 制 に つ い て の
ア ン ケ ー ト 調 査 （ 2 0 2 3 . 4 ）

職員数と在籍年数

平均在籍
年数

職員数平均（人）
N

合計その他技術系行政系

4.627.00.518.08.52政令指定

3.27.00.60.65.85中枢市

2.96.10.00.06.17一般市
(10万～)

3.66.80.20.06.65一般市
(5~10万)

2.88.10.60.96.614一般市
(~5万)

2.88.30.80.07.624町村

3.08.40.60.97.057全体

平均在籍年数：平均3.0年
技術系職員は政令市以外にはほとんどいない

公共交通政策を担う部署の体制の問題
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員数
専門性

能力向上の機会
データの量

データの扱い
継続性の確保

ハード系部局との連携
ソフト系部局との連携

財政部局との連携
道路管理者との連携

事業者との連携
事業者との調整

周辺自治体との連携
市の独自の政策の実現性

国からの助言・指導
ICT技術の導入
法改正への対応

有識者の有無

あてはまる ややあてはまる あてはまらない 未回答

「職員数」・「職員の専門性」・「継続性の確保」
の課題感が強い



都市交通施策を⽀える制度・進め⽅
−⾏政の⼈材制度

神戸市

例：
交通局を中⼼として現場と交通に関連する
⾏政実務に携わる「交通事務職」の導⼊
（2023~）（神⼾市）

「交通専門官」等の制度の導入

交通に関連する部局間を異動/交通担当で地域間を異動し、
交通⾏政に継続的に携わる⼈材が必要



都市交通施策を⽀える
制度・進め⽅
−多様な主体の参画

例：
デジタルプラットフォームを活⽤した
まちづくりビジョンの策定（⼩⼭市）

デジタルプラットフォームを活⽤することで、
仕事や勉強で忙しくまちづくりに参画しにくい
20〜40代（ウォーカブル施策への賛意が⾼い傾
向）の意⾒を収集

⼩野塚亮・淺⾒知秀・東宏⼀・三⾕繭⼦：デジタルプラットフォームはまちづ
くりへの参加の裾野を広げることができるのか？-栃⽊県⼩⼭市におけるまちづ
くりプロジェクトを事例に-，都市計画報告集, Vol.22, No.1, p.134-138, 2023.

小山市, 
Groove Designs 

既存の「まちづくり活動」に参加していない層
の意見等の収集・反映



多様な主体の参画

例
⼦育て世代に訴求する公共交通
イメージ向上施策（⼭⼝市）

20代〜40代の男⼥混合の
⾏政・デザイナーのチームで作成

山口市

事業者・行政側の多様性


